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今後の人材開発の課題

調査の概要

　昨年（2020年）に行っ
たアンケート調査の結果
を用い、職場における能
力開発の現状がどうなっ
ているのか報告したいと
思います。調査は、「人
材育成と能力開発の現状
と課題に関する調査」と
題し、企業、労働者それ
ぞれに対して行いました。
　調査方法などはシート
１のとおりです。企業調査では、対象業種を厚生労働
省の「能力開発基本調査」に合わせているのですが、
30人以上の企業を対象とする同調査と違い、この調
査では５人以上と中小企業も対象に取り込んでいると
ころが特色です。一方、労働者調査は、インターネッ
トモニターを対象としたインターネット調査で、企業
調査で対象とした業種・企業規模での労働者の人数分
布を経済センサスで調べ、その分布状況に合わせた形
で１万人のサンプ
ルを集めました。
この報告では、労
働者調査の結果に
ついては、正社員
の回答に絞って紹
介していきます。

企業による人材育成・能力開発の現状

能力開発方針を企業主体で決定との企業が約６割

　では、調査結果の報告に入りますが、四つの柱を立
ててお話ししていきます。まず、企業による人材育成・
能力開発の現状を確認したうえで、次に、労働者側の
能力開発の受講状況を見ていきたいと思います。その

職場における能力開発の現状と課題
JILPT 主任調査員補佐　荒川　創太

調
査
報
告

調査名：「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査」

Ａ．企業調査（郵送調査）
• 「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」
「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス
業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「その他の
サービス業」に属する従業員数５人以上の企業20,000社。

• 「経済センサス」（総務省）の分布に合わせ、企業データベースから無作為に層化抽出。
• 調査時期：2020年9月18日～10月7日
• 有効回収数：7,624件（38.1％）

Ｂ．労働者調査（インターネット調査）
• 調査会社が保有する登録モニターのうち、以下の条件に合致する者から10,000件を回収した。
• 性別：男女
• 年齢：18歳～65歳
• 居住地：全国（国内）
• 雇用形態：正社員および直接雇用の非正社員。直接雇用の非正社員は、契約社員、嘱託、パートタイマー・アル
バイトのみ

• 勤務先：企業調査と同様の業種で、従業員規模5人以上
• 調査時期：2020年9月15日～10月28日
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回答企業計（7624）

９人以下（2428）

１０～２９人（3127）

３０～９９人（1539）

１００～２９９人（393）

３００人以上（135）

Ａである Ａに近い Ｂに近い Ｂである NA

◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
①労働者の能力開発方針は（Ａ：企業主体で決定・Ｂ：労働者個人主体で決定）

（１）企業の人材育成・能力開発に対するスタンス

＜従業員規模＞

NA＝無回答（以降同様）

能力開発方針の決定主体は、「企業主体」派が６割近くを占め、「労働者個人」派は約３割。

※カッコ内は回答企業数（Ｎ）

単位：％

59.1

シート１　調査名：「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査」

シート２　（１）企業の人材育成・能力開発に対するスタンス



Business Labor Trend 2021.5

7

今後の人材開発の課題

後、企業と労働者が
人材育成・能力開発
の効果をどう捉えて
いるのかを確認し、
最後に課題も含めて、
企業、労働者が今後
の能力開発をどのよ
うに見通しているの
か、紹介したいと思
います。
　初めに、企業によ
る人材育成・能力開
発の現状ということ
で、能力開発に対す
る企業のスタンスが
どのようになってい
るのか見ていきたい
と思います。
　シート２のグラフ
は、企業に対して労
働者の能力開発方針
を企業主体で決定す
るのか、それとも労
働者個人主体で決定
するのか、どちらの
考え方に近いのかを
尋ねた結果です。「企
業主体で決定であ
る」と「企業主体で
決定に近い」を合わ
せた企業主体であるとの考えを持つ企業が、59.1％
とほぼ６割を占めています。企業規模（従業員規模）
別に見ても、規模が小さい企業では労働者個人主体で
決定との割合も高まってきますが、企業主体で決定と
の回答が優勢となっています。

教育訓練の範囲として労働者全体を重視する 
企業が６割

　シート３のグラフは、どの範囲の労働者の能力を高
める教育訓練を重視するか尋ねた結果です。「労働者
全体である」と「労働者全体に近い」を合わせた労働
者全体との考え方の企業は58.8％と約６割で、選抜

した労働者との考えを持つ企業よりも高い割合となっ
ています。
　シート４で、日常の業務を通じた教育訓練、すなわ
ちOJTと、職場を離れて行う教育訓練であるOFF-JT
のどちらを重視するのか尋ねた結果を見ていくと、
「OJTである」と「OJTに近い」を合わせたOJT重
視の企業が８割（82.1％）と圧倒的に多くなっており、
規模別にみると、中小企業ではよりOJTの傾向が強
まる傾向が見られます。

◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
②どの範囲の労働者の能力を高める教育訓練を重視するか（Ａ：労働者全体・Ｂ：選抜した労働者）
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訓練で重視する労働者の範囲は、「労働者全体」派が約6割、「選抜」派が約4割。
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◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
③重視する教育訓練は（Ａ：日常の業務を通じた教育訓練（ＯＪＴ)・Ｂ：ＯＦＦ－ＪＴ）

＜従業員規模＞

「ＯＪＴ」重視派が8割以上で圧倒的に多い。

OJT＝on-the-job training OFF-JT＝off-the-job training

シート３

シート４
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教育訓練は社内
実施派の企業の
方が外部委託派
より多い

　教育訓練の実施
について、外部委
託やアウトソーシ
ングをするのか、
それとも社内で行
うのか、どちらの
考え方に近いのか
について尋ねた結
果では（シート５）、
「社内である」と
「社内に近い」を
合わせた社内実施
派 が 約 ６ 割
（61.9％）となっ
ています。規模別
にみると、大企業
になるほど外部化
の考え方の回答割
合が多少高まって
くる傾向は見えて
くるのですが、絶
対的な割合の高さ
を見れば社内派の
ほうが優勢となっ
ています。
　こうして見てくると、わが国の企業の人材育成・能
力開発は、企業が主体となって、また、OJTを中心
に労働者全体の能力の底上げを図るという従来のスタ
イルが今も基本となっていると言えると思います。

育成の方針では今いる人材を前提にレベルアップ
させる企業が最多

　次は、実際の企業の人材育成・能力開発の取り組み
状況を見ていきます。シート６は、企業がどのような
人材育成・能力開発の方針を採っているのか尋ねた結
果になります。「数年先の事業展開を考慮して、その
時必要となる人材を想定しながら能力開発を行ってい

る」「今いる人材を前提にその能力をもう一段アップ
できるよう能力開発を行っている」「個々の従業員が
当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけるこ
とを目的に能力開発を行っている」「人材育成・能力
開発について特に方針を定めていない」――の四つの
選択肢から最も近いものを一つ選んでもらったところ、
「今いる人材を前提にその能力をもう一段アップでき
るよう能力開発を行っている」との方針を採る企業が
約３割（30.9％）で最も多い結果となりました。
　これを規模別に見ると、規模が大きくなるほど長期
的な視野に立った方針を採る企業割合が高くなる一方
で、小さい企業になるほど方針がない企業の割合が高
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◆貴社の従業員に対する能力開発の考え方は、次にあげるＡとＢのどちらに近いですか。
④教育訓練の実施は（Ａ：外部委託・アウトソーシング・Ｂ：社内）

＜従業員規模＞

訓練実施主体は、「社内」派が約６割で、「外部化」派よりも優勢。

◆従業員に対する人材育成・能力開発の方針として、もっとも近いものはどれか。
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数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている
今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能力開発を行っている
個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている
人材育成・能力開発について特に方針を定めていない

方針がある 方針がない企業

単位：％
→針方ので点視な的期短りよ針方ので野視な的期長りよ←

＜従業員規模＞

今いる人材の能力アップを方針とする企業が多い。10人未満の企業では4割近くが「方針定めていない」。

NA
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くなり、９人以下の企業になると「方針がない」が４
割近くにのぼります。
　また、方針があっても、それが従業員に浸透してい
なければ会社の考え方が伝わらないことになりますが、
「方針がある」とした企業の７割以上（73.5％）は
浸透している（「浸透している」＋「ある程度浸透し
ている」）との認識を持っていました。

個人の成長の方向づけに資する取り組みの 
実施割合では大企業と中小企業で差

　企業がどのような取り組みを実施しているのかを見
ていきたいと思います。シート７は、実施している
OJTの取り組みを複数回答で挙げてもらった結果で
す。「仕事のやり方を実際に見せている」や「とにか
く実践させ、経験させる」といった基本的な活動につ
いては、規模にかかわらず、高い実施割合となってい
るのですが、赤い点線で囲んだとおり、例えば「身に
つけるべき知識や能力を示している」や「目指すべき
仕事や役割を示している」など、個人の成長の方向づけ
に資するような取り組みの実施割合では、大企業と中
小企業で大きな差が表れています。
　OFF-JTの実施状況を見ると、2019年４月からの
１年間で実施した企業は32.1％と約３割となってい
ます。OFF-JTの実施割合は、企業規模による差がと

ても大きく、300人以上では７割（71.9％）が「実施
した」としているのに対し、９人以下では10％台
（15.8％）にとどまります。
　実施したOFF-JTについて、対象とする社員層、ど
こが実施主体だったか、そして、訓練の内容を尋ねた
結果を見ると、対象としては、「中堅社員（新入社員・
管理職以外）」を７割以上（72.1％）の企業が挙げて
います。実施主体では、「業界団体」を４割（40.4％）
の企業が挙げ、「民間教育訓練機関」を挙げた企業は
３割弱（27.4％）となっています。訓練内容としては、
全体的に基本的な知識・技能に関する回答割合が高く
なっています。
　従業員の自己啓発に対する支援の状況を見てみます。
2019年４月からの１年間で自己啓発支援を行った企
業は25.2％で、４社に１社の割合です。OFF-JTと同
じように規模間での実施割合の差が大きく、300人以
上では６割以上（63.7％）にのぼりますが、９人以
下では10％台（15.7％）にとどまっています。どの
ような内容の自己啓発支援が行われているかを見ると、

「受講料などの金銭的援助」を中小企業（300人未満）
も大企業（300人以上）も約８割（それぞれ79.4％、
84.9％）が挙げている一方、「教育訓練休暇（有給、
無給の両方を含む）の付与」や「就業時間の配慮」の
回答割合は規模にかかわらず３割以下の回答となって

◆日常の業務のなかで、従業員に仕事を効果的に覚えてもらうために行っている取り組み（ＯＪＴ）（複数回答）

個人の成長の方向づけを支援する取り組みの実施割合で、企業規模間での差が目立つ。
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会社の理念や創業者の考え方を理解させる
仕事を行う上での心構えを示している

会社の人材育成方針について説明している
個々の従業員の教育訓練の計画をつくる
身につけるべき知識や能力を示している

仕事のやり方を実際に見せている
段階的に高度な仕事を割り振っている

仕事の幅を広げている
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仕事を振り返る機会を与える

業務に関するマニュアルを配布している
目指すべき仕事や役割を示している

専任の教育係を付ける
キャリア形成を支援するメンターを配置している

仕事について相談に乗ったり、助言している
今後の職業人生について相談に乗っている

それぞれの従業員に後輩の指導をするよう求めている
その他

何も行っていない
無回答

300人未満
300人以上

シート７
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います。
　このように、企業の取り組みの現状では、規模によ
る取り組みの差がやや目立つ結果となっていることが
分かります。そもそも人材育成方針がない企業は、規
模の小さい企業ほど多くなっていますし、OFF-JTや
自己啓発支援の従業員への提供機会は大企業に比べ見
劣りすると言わざるを得ません。

労働者（正社員）の人材育成・能力開発
の取り組みの受講状況

会社の育成方針が明確である正社員では 
OJTの経験がないと認識する割合は低い
　今度は労働者側から能力開発の実施状況を確認して
いきたいと思います。シート８のグラフは、今の会社
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25.8

6.6
0.5

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

会社の理念や創業者の考え方を教えられた

仕事を行う上での心構えを示された

会社の人材育成方針について説明があった

自分自身の教育訓練計画を会社が作成した

身につけるべき知識や能力を示された

仕事のやり方を実際に見せてもらった

段階的に高度な仕事を割り振られた

仕事の幅を広げられた

とにかく実践させてもらい、経験させられた

仕事を振り返る機会を与えられた

業務に関するマニュアルが配布された

仕事について相談に乗ってもらったり助言をうけた

目指すべき仕事や役割が示された

専任の教育係を付けられた

後輩の指導を任された

今後の職業人生について会社に相談できた

その他

特にない

正社員

正社員・会社方針が明確である

企業

◆仕事を効果的に覚えるために、いまの会社で仕事をするなかで経験したもの（ＯＪＴの経験）（複数回答）

4人に一人が経験したものが「特にない」と回答。ただし、会社方針が明確であるとする正社員
では、企業回答との食い違いは弱まる。

注）選択肢は企業調査と同一文言ではないが、ほぼ同一項目となっている。

単位：％

（企業は、実施している割合）

◆会社の業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れ
て行う教育訓練・研修（ＯＦＦ－ＪＴ）を受講したか。

OFF-JTの受講割合は約15％。企業規模による差が大きい。30人未満では1割以下。
自己啓発の実施割合は約20％。大企業勤務の正社員では4人に一人の割合。

（ともに2019年４月１日～2020年３月31日）

15.1

7.0

8.6

11.7

13.7

19.1

83.4

91.0

89.8

86.5

84.8

79.7

1.4

2.0

1.6

1.8

1.5

1.2

正社員計（7702）

5～9名（458）

10～29名（941）

30～99名（1159）

100～299名（1205）

300名以上（3939）

受講した 受講しなかった 令和元年度はまったく働いていない

＜正社員規模＞

19.6

10.7

10.6

14.3

17.4

25.0

80.4

89.3

89.4

85.7

82.6

75.0

正社員計（7702）

5～9名（458）

10～29名（941）

30～99名（1159）

100～299名（1205）

300名以上（3939）

行った 行わなかった

◆仕事に関わる自己啓発を行ったか。

単位：％

シート８

シート９
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でどのようなOJTを経験したか尋ねた結果です。濃
い青の棒が正社員全体での経験割合で、赤い棒が「会
社の能力開発の方針が明確である」と回答した正社員
だけで見た経験割合です。薄い青い棒は、参考的に比
較できるよう、企業側の実施割合を並べてみました。
　これを見ると、点線で囲んだところですが、正社員
では「特にない」と回答した人が25.6％と４人に１
人の割合におよんでいます。やや高い割合の印象を受
けるのですが、会社方針が明確である正社員で見ると、
5.9％にまで低下します。他の項目でも総じて会社方
針が明確である正社員のほうが、経験したとする割合
が高くなっており、育成方針を従業員にきちんと伝え
ていないと、OJTとして行っていることが訓練の一
環であると従業員に認識されない側面があるのかもし
れません。
　労働者のOFF-JTの
受講と自己啓発の実施
状 況 を 見 て い く と
（シート９）、2019年
４月からの１年間で
OFF-JTを受講した正
社 員 は 約15 ％
（15.1 ％） で、 自 己
啓発を行った正社員は
約 ２ 割（19.6 ％） に
とどまりました。
　労働者側から見た能
力開発の取り組み状況
を ま と め る と、OJT
については、会社の方
針の伝達状況などで訓
練の実感に差が出てく
る可能性があるのです
が、OFF-JTの受講と
自己啓発については、
労働者調査で見てもそ
れほど高い実施状況に
はないことが確認でき
るのではないかと思い
ます。

人材育成・能力開発の効果（企業、労働者
双方の実感）

75％の企業が従業員へのOJTをうまくいって
いると認識
　ここからは、能力開発の効果を企業、労働者がどう
捉えているのか見ていきたいと思います。まずは、企
業が従業員に対して行っているOJTをどう評価して
いるかですが、「うまくいっている」との認識がある
企業が75.3％で、大半の企業が肯定的に評価してい
ます（シート10）。育成方針がある企業とない企業と
で分けて見ると、方針がある企業（76.4％）の方が
３ポイント程度「うまくいっている」とする割合が高
くなっています。
　また、同じシートのグラフで、育成方針の従業員へ

75.3

76.4

73.0

91.1

84.2

52.6

40.3

20.5

19.4

24.0

4.0

11.6

43.6

55.2

4.2

4.2

3.0

4.9

4.3

3.8

4.5

回答企業計(7363)

人材育成・能力開発方針あり
(4819)

人材育成・能力開発方針なし
(1831)

浸透している(348)

ある程度浸透している(3199)

あまり浸透していない(1171)

浸透していない(67)

うまくいっている うまくいっていない NA

注）うまくいっている＝「うまくいっている」＋「ある程度うまくいっている」。うまくいっていない＝「あまりうまくいっていない」＋「うまくいっていない」。

◆日常の業務のなかで、従業員に仕事を効果的に覚えてもらうために行っている取り組み（ＯＪＴ）について、
企業はどう評価しているか。

ＯＪＴについて、うまくいっていると評価する企業が多いが、方針があり、かつ従業員に浸透している企
業では大多数がうまくいっている。

＜方針有無別＞

＜方針浸透度別＞

単位：％

◆従業員に対して実施する人材育成・能力開発の教育投資について、どういうことに効果があると考えているか。

人材育成・能力開発への教育投資について、多くの企業は、従業員のモチベーションの向上や生産性の向
上などでプラスの効果があると認識している。

26.5

6.0

16.1

22.2

15.7

27.2

51.6

36.2

52.9

58.1

51.9

53.2

10.1

35.1

18.0

10.6

20.8

9.1

2.2

10.7

3.3

1.4

2.9

1.7

9.6

11.9

9.6

7.7

8.7

8.7

Ａ．職場の生産性の向上

Ｂ．採用活動の促進

Ｃ．定着率の向上

Ｄ．従業員のやる気（モチベーション）の向上

Ｅ．職場の人間関係の円満

Ｆ．顧客満足度の向上

効果がある ある程度効果がある あまり効果はない 効果はない 無回答
単位：％

シート 10

シート 11
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の浸透度別に見ると、浸透している企業では９割
（91.1％）が「うまくいっている」と認識している
のに対し、浸透していない企業では４割（40.3％）
にとどまり、方針があっても浸透度の違いによって評
価の状況が異なってくることがうかがえます。

OFF-JTについて企業、労働者ともに９割近くが効果
があると認識

　OFF-JTについて企業がどのように評価しているの
かを見ると、９割近く（87.8％）が「効果があった」
と回答しており、企業規模にかかわらず効果を感じて
いる状況となっています。シート11は、企業が、従
業員に対して実施する人材育成・能力開発の教育投資
についてどういうことに効果があると考えているか尋
ねた結果ですが、グ
ラフが示すとおり、
特に「職場の生産性
の向上」「従業員の
や る 気（モ チ ベ ー
ション）の向上」「顧
客満足度の向上」で
はそれぞれ、約８割
と多数の企業が、効
果があると認識して
いるとの結果が出て
います。
　一方、労働者側が
能力開発の効果をど
う捉えているのかに
ついて見ていくと、
OFF-JTと自己啓発
ともに９割近くの人
が「仕事に役に立っ
た」と考えています。
労働者にはこれまで
仕事をするうえでの
能力を高めてきたこ
とがどのような変化
をもたらしたかとい
うことも尋ねてみま
した（シート12）。
35.3 ％ の 人 が「専

門性が高まった」（「高まった」＋「やや高まった」）
と認識しており、また、仕事の幅についても39.4％
の人が「広がった」（「広がった」＋「やや広がった」）
としています。
　このように、人材育成・能力開発のプラスの効果に
ついては、企業も労働者も双方が認めていることが分
かり、企業の生産性向上や労働者の仕事レベル、能力
レベルのアップにつながると理解されています。

人材育成・能力開発の今後（デジタル化
の進展、ポストコロナも踏まえ）

労働者も企業も課題のトップは「時間がない」
　今後、デジタル化の進展やコロナ後の新たな働き方

◆これまで、仕事をしていく上での能力を高めてきたことは、以下の事項において、それぞれどのよう
な変化をもたらしたか。

専門性が高まった、仕事の幅が広がったと実感する正社員が3割以上。

5.5

6.4

9.4

9.9

5.9

5.2

18.0

21.0

25.9

29.5

18.3

15.7

60.3

56.5

54.6

53.1

65.1

68.2

8.2

8.2

5.0

4.1

5.2

5.8

8.0

7.9

5.0

3.5

5.4

5.0

いまの会社への定着意欲

仕事に対するモチベーション

専門性

仕事の幅

昇進・昇格の機会

独立・転職の可能性

高まった／広がった やや高まった／やや広がった 変わらない やや低くなった／やや狭くなった 低くなった／狭くなった

広がった
高まった

単位：％

シート 12

8.5

8.9

12.4

12.5

12.4

6.2

8.5

8.6

24.3

24.8

31.8

30.6

25.0

16.0

22.1

24.1

43.5

43.4

39.5

41.0

42.3

43.3

43.7

48.0

12.9

12.2

8.9

8.3

11.1

16.5

12.8

10.0

10.9

10.7

7.5

7.5

9.2

18.0

12.9

9.3

研修や自己啓発を行うための時間全体を増やしたい

マネジメント（管理・監督能力を高める内容等）に必要な知識を習得したい

仕事の幅を広げるために必要な知識・技術・技能を習得したい

仕事の専門性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得したい

資格を取得したい

独立開業のために必要な知識を習得したい

転職のために必要な知識を習得したい

現在の勤務先が援助してくれるかどうかに関わらず仕事に関わる勉強をしたい

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない

◆仕事をする上での能力を高めるために、今後、どのような取り組みを進めて行きたいと思うか。

今後も、仕事の幅を広げる、専門性を高めるために知識、技術・技能を習得したいと考える労働者が4割を
超える。

単位：％

シート 13
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の定着によって能
力開発の取り組み
でも変化が見込ま
れます。最後に、
課題も含めて、企
業、労働者がどの
ように今後を見通
しているのか、確
認していきたいと
思います。
　まず、労働者が
今後能力を高めて
いくためにどのよ
うな取り組みを進
めていきたいと考えているかについてシート13で確
認すると、線で囲んだところになりますが「仕事の幅
を広げるために必要な知識・技術・技能を習得したい」
と考える人が４割以上にのぼっており、「仕事の専門
性を高めるために必要な知識・技術・技能を習得した
い」と考える人も４割以上にのぼります。
　では、それに当たって労働者にとって課題となって
いることが何なのかを見ていくと（複数回答）、最も
多く指摘されたのは、「忙し過ぎて、教育訓練を受け
る時間がない」（23.0％）でした。なお、自己啓発を

行わなかった理由としてトップに挙げられたのも（複
数回答）、「仕事が忙しくて時間がとれない」（39.1％）
でした。
　企業の方は何を課題と見ているかというと（複数回
答）、企業でも「人材育成を行う時間がない」との回
答割合が高くなっており（300人未満で29.6％、300
人以上で38.1％）、大企業ではそれに加え、５割以上
（55.7％）が「指導する人材の不足」を課題として
指摘しています。

◆企業は、デジタル技術を利活用するうえでどのような能力・姿勢を持った人材が必要と考えているか。
（複数回答）

デジタル技術の活用に向け、企業は技術を利活用できることに加え、進取の姿勢を持つことも重視。

48.4

40.1

31.9

26.5

24.3

24.3

24.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

新しいことについて積極的に情報収集・学習する姿勢がある

デジタル技術を自社の事業で活用・応用できる（生産性向上、技術革新など）

他社で開発された、デジタル技術を応用した製品・サービスを高度に使いこな
せる

新しい発想ができる能力

改革を進める実行力がある

コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力

デジタル技術で収集したデータを分析できる

（デジタル技術を利活用している企業（5096社、68.8％）が回答）

（上位7項目のみ表示）

単位：％

◆新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行後の従業員の「仕事のやり方」や「働き方」の変化に伴い、
今後、重視する人材と、人材育成・能力開発への影響（企業の見方）

コロナ後、「仕事のやり方」「働き方」が変化すると見る企業は約3割。そうした企業は、自ら能力を伸ば
すことに積極的な人材を重視。人材育成・能力開発は個人を重視した方向となる？

Ｎ

デジタル技
術やデジタ
ルツールに
詳しい人材

上司や他の
社員とのコ
ミュニケー
ションをと
るのが上手
な人材

いろいろな
業務をこな
せるゼネラ
リスト

特定の業務
に精通した
スペシャリ
スト

環境の変化
に対応でき
るタフな人
材

生産性や効
率性に対す
る意識が高
い人材

自己啓発を
行うなど自
ら能力を伸
ばすことに
積極的な人
材

その他（以
下の欄に具
体的に記
入）

特に重視す
る人材像は
ない

NA

2057 35.6 34.6 32.4 16.6 48.6 49.3 42.1 1.7 4.4 0.9

Ｎ

変化する 変化しない NA

7624 27.0 70.3 2.7

Ｎ

よりＯＪＴ
を重視する

よりＯＦＦ
－ＪＴを重
視する

より自己啓
発を重視す
る

より個人に
あった内容
の研修や教
育が増える

マニュアル
整備が進む

リモート
ワークを活
用した研修
が増える

個人の仕事
の範囲や役
割がより明
確になる

デジタル技
術習得のた
めの研修が
増える

その他（以
下の欄に具
体的に記
入）

人材育成・
能力開発へ
の影響は特
にない

NA

2057 19.6 11.9 22.6 22.1 21.6 27.4 33.8 15.4 0.8 9.2 4.9

①変化すると思うか。

②変化に伴い、どのような人材を重視するか。(複数回答）

③変化に伴って予想される人材育成・能力開発への影響。(複数回答）

シート 14

シート 15
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デジタル技術の進展で企業は新しいことに 
積極的な人材を重視

　これからはデジタル技術の進展で、従業員に求めら
れる能力が変わってくることも予想されます。そこで、
企業に対してデジタル技術を利用・活用するうえでど
のような能力・姿勢を持った人材が必要と考えている
か尋ねたところ（複数回答）、デジタル関連技術を使
いこなすことよりも、「新しいことについて積極的に
情 報 収 集・ 学 習 す る 姿 勢 が あ る」 と の 回 答 割 合
（48.4％）が高い結果となりました（シート14）。
　企業にはまた、コロナ後に従業員の仕事のやり方や
働き方が変化すると思うか尋ねました（シート15）。
すると、約３割（27.0％）が「変化する」と回答し、
変化に伴い重視する人材像として４割以上が「生産性
や効率性に対する意識が高い人材」（49.3％）や「自
己啓発を行うなど自ら能力を伸ばすことに積極的な人
材」（42.1％）を挙げました。また、そうした変化に
よる能力開発への影響を尋ねると、「より自己啓発を
重視する」（22.6％）など、個人により注目する取り
組みへのシフトを指摘する回答も少なくないことが確
認できました。

労働者の方が企業よりも、仕事のやり方や働き方
が変化すると見込む

　同様に、労働者にも仕事のやり方や働き方で変化が
あると思っているのか尋ねると（シート16）、46.6％
と半数近くが「変化がある」と思うと回答し、企業よ
りも変化を見込む割合が高くなっています。「変化が
ある」と回答した人にどのようなことが会社から求め
られるようになるか尋ねたところ（複数回答）、労働
者側も生産性への意識が求められると自覚している割
合は高かったのですが（37.3％）、「自己啓発を行うな
ど自ら能力を伸ばすことに積極的になる」という見方
はそれほど高い割合ではなく（13.8％）、企業調査と
は異なる見解となりました。
　まとめると、労働者はこれからも能力を高めていく
ことに前向きな姿勢があるのですが、企業、労働者と
もに訓練を行う時間を確保できないという共通の課題
を抱えています。企業からは指導する側の人材不足が
指摘されましたが、これは冒頭で紹介した従来の日本
企業の育成スタイルを維持していけるのかという問題
につながってくる可能性もあります。デジタル社会の
到来とコロナ後の働き方においては、企業と労働者の
認識にずれを生じさせないような形での能力開発施策
の順応が鍵になってくるような気がします。

◆新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行後の自分の「仕事のやり方」や「働き方」の変化の有無と、
変化に伴う会社から求められることの見通し

コロナ後、自分の「仕事のやり方」「働き方」が変化すると見る労働者は4割以上。会社方針が明確だからこそ、
変化に敏感？ 「生産性への意識」が求められるとの見通しは企業と共通の一方、自己啓発では異なる見通し。

46.6

68.4

49.8

40.2

29.5

53.4

31.6

50.2

59.8

70.5

正社員計

明確である

どちらともいえない

明確ではない

そもそも方針があるかどうかわからない

あると思う ないと思う

(7702）

N

デジタル技
術やデジタ
ルツールに
より詳しく
なる

上司や他の
社員とより
うまくコ
ミュニケー
ションをと
る

いろいろな
業務をこな
せるゼネラ
リストにな
る

特定の業務
に精通した
スペシャリ
ストになる

環境の変化
に対応でき
るタフさを
求められる

より生産性
や効率性を
意識する

自己啓発を
行うなど自
ら能力を伸
ばすことに
積極的にな
る

その他 わからない

正社員計 3589 35.7 31.7 25.5 18.3 32.1 37.3 13.8 0.2 15.7
＜会社方針＞

明確である 897 47.4 42.8 32.3 22.7 38.9 43.1 20.7 0.1 6.2
どちらともいえない 1577 32.7 31.7 23.8 16.7 30.2 34.7 10.7 0.2 14.5

明確ではない 619 33.8 26.5 24.4 17.6 32.0 40.1 14.7 0.6 18.1
そもそも方針があるかどうかわからない 496 26.6 18.3 20.0 16.1 26.0 31.5 9.9 0.0 33.9

①変化があると思うか。

②どのようなことが会社から求められると思うか。（複数回答） （変化があると回答した3589人が回答）

単位：％
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